様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
森の力再生事業市町意見照会書

市（町）長　様
農林事務所長
下記の申請に係る森の力再生事業費補助金の交付決定の審査（事前審査）に当たり、貴職の意見等を参考としたいので、別紙様式により回答してください。
記
	区　　　　分
	概　　　　　　要

	申請番号
	第　　　　号

	申請年月日
	年　　月　　日（受理　　年　　月　　日）

	申請者
	整備者
	住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）


	
	権利者
	住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　他　　人


	申請内容
	別添の補助金交付申請書、森の力再生事業整備計画書等の写しを参照してください。

（別添の事業計画書、収支予算書、整備計画書等の写しを参照してください。）


様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号

年　月　日
森の力再生事業市町意見回答書

農林事務所長　様
市（町）長
　　　　年　月　日付け　　　第　　号による照会について、下記のとおり回答します。

記

	区　　　　分
	概　　　　　　要

	１　市町村森林整備計画との整合
	ａ　適　　　　　ｂ　否（　　　　　　　　　　　　　）

	２　森林経営計画認定の有無
	　ａ　無し　　　　ｂ　有り　　　　ｃ　一部有り

	３　森林整備地域活動支援交付金の交付の有無
	　ａ　無し　　　　ｂ　有り（　　　　　　　　　　　　）

	４　森林経営管理法第７条に基づく経営管理権の設定の有無
	ａ　無し　　　　ｂ　有り　　　　ｃ　一部有り

	５　市町単独事業等との整合
	　ａ　無し　　　　ｂ　有り　

	６　その他整備等に対する意見
	


（記載要領）
１　該当する数字を○で囲んでください。
２　様式中１については、当該申請による整備の内容（伐採方法）が、市町村森林整備計画に適合しているか確認願います。

３　様式中２については、森林経営計画が認定されている場合、当該申請の整備者が実施主体となり得るか否か、確認願います。
４　様式中４については、森林経営管理法第７条に基づく経営管理権が設定されているか否か、確認願います。

５　様式中５については、市町単独事業又は市町への間接補助事業について、当該申請による整備が、現在計画中の事業の採択や施行済みの事業の補助金等の取扱い等への特段の影響が無いか、確認願います。

６　様式中６については、当該申請による整備に対する要望及び意見、様式中１から５までの記載の補足説明、整備に当たっての留意事項等について記載してください。
様式第５号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

森の力再生事業の実施に関する変更協定書
令和　　年　　月　　日に甲（静岡県　　農林事務所長）、乙（権利者　氏名）及び丙（整備者　団体の名称及び代表者名）との間に締結した「森の力再生事業の実施に関する協定書」の一部を変更する協定を次のとおり締結する。

　第○○条中「○○○○」の

「

（※ 変更する部分の変更前の内容を記載）

」

を

「

（※ 変更する部分の変更後の内容を記載）

」

に改める。

上記協定を証するため、この協定書３通を作成し、甲乙丙それぞれ自署又は記名押印のうえ、各自その１通を保有するものとする。

令和　　年　　月　　日

甲　静岡県　　　農林事務所長　　　　　　㊞

乙　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

丙　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（注）同一林分において複数の権利者が権利を共有している森林にあっては、整備等に係る代表者が権利者間で定まっている場合に限り、乙の住所、氏名欄に「本人兼△△他□名代表○○」と記載する。
様式第６号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号

年　月　日

森の力再生事業森林被害等状況報告書

農林事務所長　様


整備者　住所　　

　又は　　　
権利者　氏名
森の力再生事業の実施に関する協定書第10条第１項第２号の事項について、下記のとおり報告します。
記
	区　　分
	概　　　　　　　　　　　要

	補助金の確定
	　　　年　月　日付け　　　第　　号

	対象

森林
	所在地
	他　　筆

	
	面　積
	ｈａ

	補助金額
	円

	森林被害等の状況



	森林被害等の原因



	状況写真及び補足説明


　　(注)
１整備者と権利者が策定した整備計画書に基づき整備後の森林の把握を行い、整備の効果が減退する恐れのある状況（人為的なものを含む）を発見した場合に報告を行う。
２法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　 責任者　職・氏名
　　　 　作成者　職・氏名
様式第７号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
森の力再生事業フォローアップ整備提案書

農林事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

整備者　住所　

又は  　　
権利者　氏名
森の力再生事業の実施に関する協定書第10条第１項第３号の事項について、下記のとおり提案します。

記
	区　　分
	概　　　　　　　　　　　要

	補助金の確定
	　　　年　月　日付け　　　第　　号

	対象

森林
	所在地
	他　　筆

	
	面　積
	ｈａ

	補助金額
	円

	森林の現況



	提案する追加整備の概要



	提案する追加整備の効果

	提案する追加整備の手法

　１　森の力再生事業

　２　その他の事業（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　）

　３　整備者又は権利者による独自の整備

　４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　(注)
１　様式第６号の被害報告を行う際に同時に提案する。
　　　２　又は、当該森林に係る森の力のより高度な発揮のための追加整備を、自由に提案する。
　　　３　必要に応じて、提案内容についての資料を添付する。
４　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　　責任者　職・氏名
　　　 　 作成者　職・氏名
様式第８号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
森の力再生事業整備結果変更届

農林事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

整備者　住所
又は

権利者　氏名
森の力再生事業による整備の結果を変更したいので、森の力再生事業の実施に関する協定書第10条第２項に基づき、下記のとおり届け出ます。

記
	区　　分
	概　　　　　　　　　　　要

	補助金の確定
	　　　年　月　日付け　　　第　　　号

	対象

森林
	所在地
	他　　筆

	
	面積
	ｈａ

	補助金額
	円

	森林の現況



	変更行為の概要



	変更行為の理由


(注) 

１　整備計画書にあらかじめ記載されている管理に伴う変更については、この届出は不要である。

２　伐採、転用その他の整備結果を変更する行為を行おうとするとき、事前に届け出る。
　　　３　変更行為には、農林事務所長の同意を必要とする。
　　　４　変更行為により整備効果が減退すると農林事務所長が判断する場合は、森の力再生事業に係る補助金額を上限とした額の支払いを同意の条件として付すことがある。

　　　５　必要に応じて、図面、写真等、変更行為の内容又は理由を補足する資料を添付する。
６　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
様式第９号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
森の力再生事業植生回復等状況報告書

農林事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
整備者　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
森の力再生事業の実施に関する協定書第10条第５項に基づき、下記のとおり報告します。

記
	区　　分
	概　　　　　　　　　　　要

	補助金の確定
	　　　年　月　日付け　　　第　　　号

	対象森林
	所在地
	他　　筆

	
	面積
	ｈａ

	補助金額
	円

	状況写真



	下層植生の回復状況

	下層植生の回復に影響を与えている要因

	具体的な対策内容


（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
様式第10号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
森の力再生事業権利者承継届

農林事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　住所　　
整備者　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
権利者　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
森の力再生事業の実施に関する協定書第11条第１項に基づき、下記のとおり届け出ます。

記

	区　　分
	概　　　　　　　　　　　要

	補助金の確定
	　　　年　月　日付け　　　第　　　号

	権利の移転年月日
	　　　年　　月　　日

	移転した権利
	

	権利の移転理由
	

	権利の移転を受けた者又は相続前の権利者
	住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

	協定の承継の状況
	


(注) 

１　協定の期間中に、当該森林の所有権等に移転があった場合、所有権等の移転を受けた者に対し協定の承継を行い、所有権等の移転前の権利者が本様式により速やかに届け出る。

２　所有権等の移転が相続による場合は、相続を受けた者（相続を受けた者が複数の場合は、その代表者）が届け出る。
　　　３　必要に応じて、所有権等の移転の状況を確認できる資料を添付する。

　　　４　「補助金の確定」欄に複数の確定年月日及び番号を記載することにより、それらの協定書に係る承継届を一括して届け出ることができるものとする。

５　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
様式第11号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
森の力再生事業整備者承継届

農林事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　住所
権利者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

整備者　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　

森の力再生事業の実施に関する協定書第11条第３項に基づき、下記のとおり届け出ます。

記

	区　　分
	概　　　　　　　　　　　要

	補助金の確定
	　　　年　月　日付け　　　第　　　号

	協定の履行が困難となる年月日
	　　　年　　月　　日

	協定の履行が困難となる理由
	

	協定の承継を受けた者
	住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

	協定の承継を受けた者の実施主体（整備者）の要件の充足状況
	


(注) 

１　協定の期間中に、組織の解散等により協定の履行が困難となる場合には、実施主体（整備者）となり得る者に対し協定の承継を行い、承継前の整備者が本様式により速やかに届け出る。

　　　２　必要に応じて、協定の履行が困難な状況等を確認できる資料を添付する。

３　「補助金の確定」欄に複数の確定年月日及び番号を記載することにより、それらの協定書に係る承継届を一括して届け出ることができるものとする。

４　整備者が届出をせずに、組織の解散等により協定の履行が困難となった場合には、権利者
　は、整備主体（整備者）となり得るものを選出し、当該者に協定の継承を行うものとする。
　この場合は、本様式の提出者は権利者とし、農林事務所長に届け出る。
５　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
様式第12号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
森の力再生事業住所等変更届
農林事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

整備者　住所
又は　

権利者　氏名
森の力再生事業の実施に関する協定書第11条第５項の事項について、下記のとおり届け出ます。

記

	区　　分
	概　　　　　　　　　　　要

	補助金の確定
	　　　年　月　日付け　　　第　　　号

	変更前の住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）又は氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）


	変更後の住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）又は氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）



　(注)

１　協定の期間中に、住所（法人にあっては所在地）又は氏名（法人にあっては名称）に変更があった場合には、本様式により速やかに届け出る。

　　　２　必要に応じて、変更の状況等を確認できる資料を添付する。
３　「補助金の確定」欄に複数の確定年月日及び番号を記載することにより、それらの協定書に係る住所等変更届を一括して届け出ることができるものとする。
４　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
様式第13号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
森の力再生事業事前審査申請書

農林事務所長　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
整備者　　
氏名
森の力再生事業実施要領第６(5)に基づき、来年度に予定をしている森の力再生事業費補助金の交付申請について、事前に内容の審査を受けたいので、関係書類を添付して申請します。
記

	区　　　　分
	概　　　　　　要

	申請予定年月
	　　　　年　　月

	申請者
	整備者
	住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

	
	権利者
	住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）
他　　人

	予定整備面積
	ｈａ

	予定整備内容
	別添の事業計画書、収支予算書、整備計画書等を参照してください。

	交付申請予定額
	円

	その他特記事項
	


（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
様式第14号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
森の力再生事業事前審査結果通知書

　　　　
　　　　住所
整備者　　

氏名　　　                     様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農林事務所長
年　月　日付け　　　第　　号による申請について、審査の結果を下記のとおり通知します。

なお、交付申請に当たっては下記の意見を参考にした上で、新年度の早期に行ってください。

また、この通知は、補助金の交付の決定を確約するものではありません。
記

	区　分
	概　　　　　　　　　要

	審査結果
	ａ　適　　　　　ｂ　概ね適　　　　ｃ　否　　　　　

	意　見
（要修正点等）
	


様式第15号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
森の力再生事業出来形調書

１　出来形の内訳
年　　月　　日現在

	作業種
	計　画
	出来形（既支出）
	進捗率

	
	事業量
	事業費

（千円）
	事業量
	事業費

（千円）
	事業量

（％）
	事業費

（％）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	①


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　前回までの概算払の状況
	区　分
	承認を受けた時期
	承認を受けた額

（円）
	請求額

（円）
	交付額

（円）

	１回目概算払
	年　　月
	
	
	

	２回目概算払
	年　　月
	
	
	

	合　計
	
	
	
	②


３　今回の概算払請求の概要
	区　分
	承認を受けた時期
	承認を受けた額

（円）
	交付決定額

（円）
	概算払上限額

（③×①）×0.9－②

（円）
	請求額

（円）

（④以内額）

	今　回

（　　回目）
	　年　月
	
	③
	④
	


様式第16号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
森の力再生事業（変更）整備計画（実績）同意書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　住所　　
整備者　　　
氏名　　　　　　　　　　　　様

　　　　住所
権利者　　　
氏名　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
（森林経営計画の認定を受けた者等）　　
氏名　

下記の森林における森の力再生事業の実施に関して、事業目的、整備の概要、整備の有効性及び「令和　　年度森の力再生事業（変更）整備計画書（整備実績書）」の内容について同意します。

記

１　認定年月日等

	認定年月日

認定番号
	林小班

	
	

	
	

	
	

	
	


２　説明内容の確認

	番号
	内　　容
	確認欄

	①
	森の力再生事業の事業目的・整備の概要・整備の有効性について、整備者から事業の概要等の資料により説明を受け、その内容を理解し、確認しました。
	□

	②
	上記森林の現状と森の力再生事業による整備内容について、整備者から「森の力再生事業(変更)整備計画書」により説明を受け、その内容を理解し、確認しました。
	□


（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
様式第17号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
森の力再生事業現地作業完了届

農林事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
整備者　
　　　　氏名

下記のとおり森の力再生事業の現地作業が完了したので報告します。

記

	区　　分
	概　　　　　　　　　　　要

	補助金の交付決定日
	　　　年　月　日付け　　　第　　号

	施行場所
	他　　筆

	交付決定(補助)金額
	円

	事業期間
	　　　　年　　　月　　　日　から

　　　　年　　　月　　　日　まで

	完了年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	事業内容及び数量
	　　環境伐　　 　　　　　　　　　ｈａ

　　作業車道　　　　　　　　　　　ｍ等


（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
添付資料

１　整備結果の状況写真

２　その他、所長が必要と認めるもの
様式第18号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号

年　月　日

森の力再生事業事前着手届

農林事務所長　様


住所
整備者　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
森の力再生事業実施要領第６(1)アの規定に基づき、補助金交付の決定の前に調査計画を着手したいので、別記条件を了承の上、下記のとおり提出します。
記
	区　　　　分
	概　　　　　　要

	調査予定森林
	所在地
	

	
	主な林小班
	

	
	概算面積
	ｈａ　　　　　　

	調査着手予定年月日
	年　　月　　日（　　）

	交付決定前に着手を必要とする理由及び調査内容
	

	予定事業の区分及び伐採手法
	

	申請予定日等
	　　年　月　

	
	作業区分
	月
	月
	月

	
	交渉
	
	
	

	
	測量
	
	
	

	
	計画書、申請書作成
	
	
	


（注） 法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　  責任者　職・氏名
　　　    作成者　職・氏名
添付資料

１　位置図（1/50,000程度、調査予定森林を囲んで表示）
２　森林計画図（調査予定森林の区域を囲んで表示）
３　整備者に係る概要書（森林整備工事入札参加資格者名簿に登載されている者を除く）

４　その他所長が必要と認めるもの

（別記条件）
　１　調査計画の結果、権利者の同意が得られない、森林の現況が実施要件に該当しない等により、環境伐等の森林整備が実施できない場合の調査に要した費用は整備者が負担すること。
２　補助金交付の決定を受けるまでの期間に天災等の事由によって生じた損失は、整備者が負担すること。
　３　事前着手届は、補助金交付の決定を保証するものではなく、交付の申請の審査で、整備者の要件等を改めて審査し、要件を満たしていない場合は、補助金交付の決定をしないことがあること。
様式第18号の附
整備者に係る概要書
１　団体の概要

	団体名
	

	所在地

（代表者連絡先）
	

	代表者氏名
	

	活動目的
	

	活動概要

（主たる事業）
	


２　事業を実施する整備者の要件の確認（実施要領第２(1)関係）

	要件
	詳細内容
	摘要
(〇で囲む)

	①　専門技術者の確保
	次のいずれにも該当する者を１人以上確保
・実施要領第２(1)アに規定する資格又は経験を有する者
・チェンソーに係る特別教育の修了者
	できる
・
できない

	②　作業スタッフの確保
	次のいずれも満たす者を３人以上確保
・チェンソーに係る特別教育の修了者
・労災保険(林業)又は当該作業による重度障害及び死亡を保障対象にした保険加入者
	できる
・
できない

	③　事業の実施に当たり、必要な安全対策を講じることができること。
	できる
・
できない

	④　県内における継続した活動が確実に見込まれ、整備後の森林について協定を締結し、協定期間中（10年間）の適正管理の実施すること
	できる
・
できない


＊事前着手届提出時点で、整備者の要件を満たさない場合は、補助金交付申請時点で要件を満たす必要があります。
＊整備者の要件については、補助金交付の申請で提出される整備計画書等により改めて審査し、要件を満たしていない場合は不採択となることがあります。

様式第19号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
森の力再生事業の実施に係る委任状

私は、森の力再生事業の事業目的・整備の概要・整備の有効性について、整備者から事業の概要等の資料により説明を受け、その内容を理解し、確認した上で、
　　住　　所　　　　　氏　名　　　　　　　を代表者と定め、下記の権限を委任します。

記

森　林　の　所　在　地　　　　　　　　　において、令和　年度に実施する森の力再生事業に係る次の各号に掲げる一切の権限
（１）森の力再生事業実施要綱(平成18年５月26日付け静岡県環境森林部長通知森計第172号)第10に定める「森の力再生事業の実施に関する協定書」の締結及び履行に関する権限

（２）森の力再生事業実施要領（平成18年７月12日付け静岡県環境森林部森林総室長通知森計第281号）第６(2)に定める本事業による整備の実施に関する委託契約の締結及び履行に関する権限

（３）森の力再生事業費補助金交付要綱（平成18年５月26日静岡県告示第617号）及び森の力再生事業実施要領に定める補助金交付申請書、整備計画書、実績報告書、整備実績書、その他の書類の作成に関する権限

（４）県、整備者との連絡及び書類の受理に関する権限

（５）その他、森の力再生事業における権利者として履行すべき事項に関する権限

令和　年　　月　　日　　
○○農林事務所長　様
権利者署名（自筆）　　　　　　　　　　　　
様式第20号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
森の力再生事業整備内容等確認書（変更）
１　権利者
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　権利者が【所有権・地上権・賃借権等の使用収益権・入会権・分収林契約・法定相続・その他】を有する森林の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(注) 

１　該当する事項を○で囲むこと。

２　複数ある場合は、別途記載すること。

３　説明内容の確認
	番号
	内　　容
	確認欄

	①
	森の力再生事業の事業目的・整備の概要・整備の有効性について、整備者から事業の概要等の資料により説明を受け、その内容を理解し、確認しました。
	□

	②
	上記森林の現状と森の力再生事業による整備内容について、整備者から「森の力再生事業(変更)整備計画書」により説明を受け、その内容を理解し、確認しました。
	□


４　整備者（説明者）
　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

私が権利を有する上記森林について、整備者から３①、②の説明を受け、その内容を理解し、確認しました。

令和　年　　月　　日　　権利者署名（自筆）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
参考様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
	収入

印紙


森の力再生事業委託契約書

　委託者（権利者氏名）（以下「甲」という。）と受託者（整備者の名称及び代表者名）（（以下「乙」という。）は、森の力再生事業費補助金交付要綱、森の力再生事業実施要綱、森の力再生事業実施要領（以下「要綱等」という。）に基づく森の力再生事業を行うため、次のとおり契約を締結する。

（事業内容）

第１条　甲が乙に委託する内容は、別に締結する森の力再生事業の実施に関する協定書（以下「協定書」という。）第３条の森林について、甲乙が別に策定する森の力再生事業整備計画書に基づき実施する当年度分の森林整備とする。
（事業の実行）

第２条　乙は、前条に定めるところにより、誠意を持って森林整備を行うものとする。

（費用の負担等）

第３条　委託業務の実施に要する経費については、要綱等に基づき、甲乙が連名により農林事務所長に対して、補助金の交付を申請するものとする。

２　委託業務のうち補助金の交付の対象として実施する整備等に要する経費について、甲の負担はないものとする。

（協定書の締結等）

第４条　甲乙は、要綱等に基づき事業を実施し、事業実施に当たっては県と協定書を締結し、これを遵守するものとする。
（契約の解除権）

第５条　甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。

(1)乙が、契約を履行することが困難となったとき又は正当な理由なく協定書及び要綱等に基づく森林整備を実施しないとき

(2)前号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を達成できないと認められるとき

２　乙は、甲が契約に違反し、その違反により契約の履行が困難となったときは、契約を解除することができる。

（契約の失効等）

第６条　本契約による整備等について、森の力再生事業費補助金の交付の決定がなされなかった場合又は交付の決定の全部が取消された場合、本契約は失効するものとする。

２　森の力再生事業費補助金の交付の決定が本契約による森林整備の一部であった場合又は交付の決定の一部が取消された場合、本契約は甲乙協議のうえ変更できるものとする。
（補則）

第７条　この契約に定めるもののほか必要な事項については、甲乙協議のうえ定めるものとする。

　上記の契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙それぞれ自署又は記名押印のうえ、各自その１通を保有する。

令和　　年　　月　　日


住所　
甲　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

住所
乙　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名


（注）

１　同一林分において複数の権利者が権利を共有している森林にあっては、森林の管理に係る代

表者又は本事業による森林整備に係る代表者が委託契約前に権利者間で定まっている場合に
限り、代表者との委託契約ができるものとする。

２　１場合、甲の住所、氏名欄に「本人兼△△他□名代表○○」と記載する。
３　権利者、整備者が法人、団体の場合においては、記名欄の括弧書きの記載とする。
参考様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号

年　月　日

　　　　　住所
　　　　　
整備者　

氏名　　　　　　　　　　　　様

住所
権利者　

氏名　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 農林事務所長　印
補助金の交付の決定及び概算払の承認について

　　　　年　月　日付け　　第　　号により申請のあった森の力再生事業費補助金の交付について、次のとおり決定します。

なお、概算払については、２のとおり承認します。

１　決定の内容

(1)金額　　　　　　　　円

(2)交付の対象

補助金交付申請書に記載された内容のとおりとする。

２　承認の内容
(1)金額　　　　　　　　円

(2)時期　

３　交付の条件

(1)整備者及び権利者は、森の力再生事業実施要綱に定める協定を静岡県と締結するとともに、これを遵守しなければならないこと。
(2)補助事業の実施に当たっては、森の力再生事業実施要綱に示されるところに従わなければならないこと。

(3)次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ農林事務所長の承認を受けなければならないこと。
ア　補助事業に要する経費の配分の変更（重要な変更に限る。）をしようとする場合
イ　補助事業の内容の変更（重要な変更に限る。）をしようとする場合
ウ　補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合

(4)補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに農林事務所長に報告してその指示を受けなければならないこと。

(5)補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を(1)の協定の期間の末日の属する年度の３月31日までの間保管しておかなければならないこと。
(6)静岡県補助金等交付規則及び森の力再生事業費補助金交付要綱を遵守すること。
参考様式第３号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号

年　月　日

　　　　　住所
整備者　　

氏名　　　　　　　　　　　　様


　　　　　住所
権利者　　

氏名　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 農林事務所長
補助金の事業計画の変更について
　　　　年　月　日付け　　第　　号により申請のあった森の力再生事業費補助金の事業計画の変更については、申請のとおり承認します。

参考様式第４号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日

　　　　　住所　
整備者　

氏名　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　住所
権利者　　
氏名　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
農林事務所長　印
補助金の交付決定額の変更及び概算払の変更承認について

　　　　年　月　日付け　　第　　号により森の力再生事業費補助金の事業計画承認をしたが、これに伴い先に交付の決定をした補助金について、次のとおり変更して交付決定します。
なお、概算払については、４のとおり変更承認します。

１　前回までの交付決定額　　　　　　　　　　　円

２　今回変更額　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　変更後の交付決定額　　　　　　　　　　　　円

４　承認の内容

(1)金額　　　　　　　　円

(2)時期　
参考様式第５号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号
年　月　日
住所
整備者　

氏名　　　　　　　　　　　　様

　　　　　住所
権利者　

氏名　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 農林事務所長　印
補助金の交付について（確定）

　　　　年　月　日付け　　第　　号により決定した森の力再生事業費補助金の交付について、次のとおり確定します。
１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　交付確定額　　　　　　　　　　　　　　　　円

法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





氏名（法人にあっては、代表者の氏名）を自署する場合は、押印は不要です｡





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名











法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





氏名（法人にあっては、代表者の氏名）を自署する場合は、押印は不要です｡





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地





法人にあっては、その


名称及び代表者の氏名





法人にあっては、その


主たる事務所の所在地
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